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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結累計期間

第61期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 162,164 166,141 220,868

経常利益 （百万円） 15,060 13,798 21,703

四半期（当期）純利益 （百万円） 8,423 7,136 12,200

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 16,386 14,554 22,434

純資産額 （百万円） 124,573 139,176 129,591

総資産額 （百万円） 171,616 188,075 177,540

１株当たり四半期（当期）純

利益金額
（円） 129.90 109.95 188.14

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 60.7 60.9 61.5

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 14,089 12,804 22,401

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △9,517 △9,349 △16,940

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,016 △3,387 △2,225

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（百万円） 29,094 31,830 30,251

 

回次
第61期

第３四半期
連結会計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
 

自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

 
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 50.09 40.38

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していま

せん。

４．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の連結経営成績は、日本では前年の消費税増税前の駆込み需要が高水準だった反動

により前年同期に比べ減収となりました。利益面では、減収影響及び研究開発費の増加により前年同期に比べ減益

となりました。次に北米地域は、売上面では新規製品の上市に加え為替換算影響により前年同期に比べ増収となり

ました。利益面では、原価上昇やメキシコ工場立上げの影響もありましたが、為替影響及び増収効果により前年同

期に比べ微増となりました。アジア地域では、インドネシア二輪車市場の堅調な伸びや中国での新型車効果などは

ありましたが、タイでの自動車販売支援減税廃止による反動減や政情不安による消費の低迷に加え、為替換算影響

により前年同期に比べ減収となりました。利益面では、為替影響はありましたが、原価低減などにより前年同期に

比べ増益となりました。また、南米・欧州地域では、ブラジルの四輪車市場の低迷により前年同期に比べ減収とな

りました。利益面では、一時的異常費用の発生や原価上昇により前年同期に比べ減益となりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は166,141百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益は11,839百

万円（同13.6％減）と前年同期に比べ増収、減益となりました。

なお、セグメントごとの業績は以下のとおりです。

①日　本 （売上）

 
　四輪車用回生協調ブレーキの増量効果があったものの、四輪車用製品の減少などにより、

37,154百万円と前年同期に比べ1.0％の減収となりました。

 （営業利益）

 
　原価低減効果及び品質関連費用の減少はあったものの、減収影響及び研究開発費の増加などに

より、3,322百万円と前年同期に比べ22.1％の減益となりました。

②北　米 （売上）

 
　メカトロ製品・二輪車用製品の拡大及び為替換算による影響などにより、46,878百万円と前年

同期に比べ12.3％の増収となりました。

 （営業利益）

 
　原価上昇及びメキシコ工場立上げ影響があったものの、製品構成の改善及び為替影響などによ

り、223百万円と前年同期に比べ5.7％の増益となりました。

③アジア （売上）

 

　インドネシアでの二輪車及び四輪車市場の増加、中国での新型車効果などはあったものの、タ

イの販売支援減税廃止による反動減、景気減速及び為替換算による影響などにより、70,620百万

円と前年同期に比べ0.8％の減収となりました。

 （営業利益）

 
　タイの減収及びインドネシアルピアの為替影響はあったものの、インドネシア・中国の増収効

果及び原価低減などにより、9,195百万円と前年同期に比べ6.6％の増益となりました。

④南米・欧州 （売上）

 
　欧州向け二輪車用製品の増加はあったものの、ブラジル四輪車市場の低迷及び為替換算による

影響などにより11,488百万円と前年同期に比べ1.8％の減収となりました。

 （営業利益）

 
　一時的な異常費用の発生及び原価上昇などにより、449百万円の損失と前年同期に比べ896百万

円の減益となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に設備投資による資金

の減少の一方、税金等調整前四半期純利益による資金の増加及び連結の範囲の変更による資金の増加等により、前

連結会計年度末比1,579百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末には31,830百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、12,804百万円（前年同期は14,089百万円の収入）となりました。これは主に税

金等調整前四半期純利益及び減価償却費によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、9,349百万円（前年同期は9,517百万円の支出）となりました。これは主に設備

投資によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、3,387百万円（前年同期は2,016百万円の支出）となりました。これは主に配当

金の支払いによるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は、6,180百万円です。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と

見通しについて重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 65,452,143 65,452,143
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 65,452,143 65,452,143 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 65,452,143 － 3,694 － 3,419

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     553,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  64,879,100 648,791 －

単元未満株式 普通株式      19,643 － －

発行済株式総数 65,452,143 － －

総株主の議決権 － 648,791 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれています。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれています。

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日信工業株式会社
長野県上田市国分

840番地
390,200 － 390,200 0.59

吉田工業株式会社
長野県佐久市春日

2707番地
13,500 － 13,500 0.02

 ＥＳＯＰ
長野県上田市国分

840番地
149,700 － 149,700 0.22

計 － 553,400 － 553,400 0.84

（注）当第３四半期会計期間末現在の自己株式等は536,671株です。このうち、当第３四半期会計期間における四半

期連結財務諸表において、自己株式として処理している「ＥＳＯＰ（従業員持株会発展型プラン）」信託口所

有の当社株式は132,900株です。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,129 33,203

受取手形及び売掛金 32,322 30,774

有価証券 6,000 6,111

商品及び製品 4,763 5,226

仕掛品 2,657 2,829

原材料及び貯蔵品 16,697 21,374

その他 6,598 7,409

貸倒引当金 △15 △32

流動資産合計 100,151 106,894

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,775 13,321

機械装置及び運搬具（純額） 29,406 31,298

工具、器具及び備品（純額） 3,540 3,630

土地 6,423 7,420

リース資産（純額） 56 38

建設仮勘定 5,421 7,773

有形固定資産合計 56,620 63,479

無形固定資産 1,703 1,664

投資その他の資産   

投資有価証券 17,100 14,743

退職給付に係る資産 418 －

その他 1,548 1,295

貸倒引当金 △0 －

投資その他の資産合計 19,066 16,038

固定資産合計 77,389 81,181

資産合計 177,540 188,075
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,883 23,970

短期借入金 4,826 5,109

未払金 4,866 4,846

未払法人税等 1,354 1,222

製品保証引当金 1,627 750

その他の引当金 66 15

その他 3,376 3,444

流動負債合計 39,997 39,356

固定負債   

引当金 142 155

退職給付に係る負債 800 3,144

資産除去債務 46 46

その他 6,963 6,197

固定負債合計 7,951 9,543

負債合計 47,948 48,898

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,694 3,694

資本剰余金 3,451 3,471

利益剰余金 98,381 100,906

自己株式 △786 △718

株主資本合計 104,740 107,353

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,496 7,510

繰延ヘッジ損益 11 －

為替換算調整勘定 △3,511 △642

退職給付に係る調整累計額 421 386

その他の包括利益累計額合計 4,417 7,255

少数株主持分 20,434 24,569

純資産合計 129,591 139,176

負債純資産合計 177,540 188,075
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 162,164 166,141

売上原価 138,667 144,392

売上総利益 23,496 21,749

販売費及び一般管理費 9,798 9,910

営業利益 13,698 11,839

営業外収益   

受取利息 359 615

受取配当金 257 285

為替差益 616 963

雑収入 339 342

営業外収益合計 1,572 2,206

営業外費用   

支払利息 38 57

持分法による投資損失 72 31

雑支出 99 159

営業外費用合計 210 247

経常利益 15,060 13,798

特別利益   

固定資産売却益 18 11

特別利益合計 18 11

特別損失   

固定資産売却損 4 15

固定資産廃棄損 56 117

特別損失合計 60 132

税金等調整前四半期純利益 15,017 13,678

法人税等 3,674 3,371

少数株主損益調整前四半期純利益 11,343 10,307

少数株主利益 2,921 3,171

四半期純利益 8,423 7,136
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 11,343 10,307

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,829 14

繰延ヘッジ損益 － △11

為替換算調整勘定 3,176 4,276

退職給付に係る調整額 － △35

持分法適用会社に対する持分相当額 38 3

その他の包括利益合計 5,043 4,248

四半期包括利益 16,386 14,554

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 13,375 9,973

少数株主に係る四半期包括利益 3,010 4,581
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 15,017 13,678

減価償却費 5,930 6,737

有形固定資産売却損益（△は益） △13 3

売上債権の増減額（△は増加） △4,414 3,178

たな卸資産の増減額（△は増加） △182 △3,358

仕入債務の増減額（△は減少） 1,513 △1,762

未払金の増減額（△は減少） 948 △604

その他 △1,963 △2,113

小計 16,836 15,758

利息及び配当金の受取額 618 902

利息の支払額 △36 △55

法人税等の支払額 △3,329 △3,801

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,089 12,804

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △58 △332

有価証券の純増減額（△は増加） 2,000 △0

有形固定資産の取得による支出 △10,239 △8,834

有形固定資産の売却による収入 102 42

投資有価証券の取得による支出 △1,082 △69

その他 △240 △156

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,517 △9,349

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 573 △326

配当金の支払額 △2,464 △2,596

少数株主への配当金の支払額 △433 △447

その他 308 △18

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,016 △3,387

現金及び現金同等物に係る換算差額 206 378

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,763 446

現金及び現金同等物の期首残高 26,331 30,251

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 1,133

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 29,094 ※ 31,830
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　NISSIN BRAKE DE MEXICO, S.A. DE C.V. は、重要性が増加したため、第１四半期連結会計期間より連結の範

囲に含めています。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の基礎となる期

間の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく決定方法から、退職給付支払ご

との支払見込期間を反映する決定方法へ変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しています。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が2,903百万円増加し、利益剰余金が

1,883百万円減少しています。また、これによる損益への影響は軽微です。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平

成25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前に締結された

信託契約に係る会計処理については、本実務対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続していま

す。

 

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っ

ています。

（１）取引の概要

　本制度は、「日信工業従業員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象に、

当社の自己株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。平成28年３月までに持株会が取

得する見込みの当社の自社株式を、本制度を実施するための信託（以下、「本信託」という。）の受託者であ

る信託銀行が予め取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託終了時までに、信託

銀行が持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、それを残余財産

として、受益者適格要件を充足する当社従業員持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株式を

取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株式の下落により当該株式売却損

相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。

（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　

平成25年12月25日）を適用していますが、従来採用していた方法により会計処理を行っています。

（３）信託が保有する自社の株式に関する情報

①　信託における帳簿価額

　前連結会計年度　　　　　　259百万円

　当第３四半期連結会計期間　191百万円

②　当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

　信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しています。

③　期末株式数及び期中平均株式数

　期末株式数　　　前第３四半期連結累計期間　196,100株

　　　　　　　　　当第３四半期連結累計期間　132,900株

　期中平均株式数　前第３四半期連結累計期間　221,140株

　　　　　　　　　当第３四半期連結累計期間　157,730株

④　③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

　期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めています。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

　但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっています。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しています。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 41百万円 41百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

現金及び預金勘定 29,667百万円 33,203百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △859 △1,484

有価証券勘定のうち短期投資 286 111

現金及び現金同等物 29,094 31,830
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日

取締役会
普通株式 1,167 18 平成25年３月31日 平成25年６月17日 利益剰余金

平成25年10月30日

取締役会
普通株式 1,297 20 平成25年９月30日 平成25年11月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

（１）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日

取締役会
普通株式 1,298 20 平成26年３月31日 平成26年６月16日 利益剰余金

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 1,298 20 平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 37,523 41,735 71,211 11,694 162,164

セグメント間の内部売上高又

は振替高
31,977 257 3,045 28 35,306

計 69,500 41,992 74,256 11,722 197,469

セグメント利益 4,267 211 8,623 446 13,547

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 13,547

セグメント間取引消去 151

四半期連結損益計算書の営業利益 13,698

 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
合計

 日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高      

外部顧客への売上高 37,154 46,878 70,620 11,488 166,141

セグメント間の内部売上高又

は振替高
30,373 301 3,937 132 34,743

計 67,527 47,178 74,557 11,621 200,883

セグメント利益又は損失（△） 3,322 223 9,195 △449 12,291

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　NISSIN BRAKE DE MEXICO, S.A. DE C.V.は、重要性が増加したため、第１四半期連結会計期間より連結の範

囲に含めています。

　これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額は、

「北米」セグメントにおいて4,275百万円増加しています。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 12,291

セグメント間取引消去 △452

四半期連結損益計算書の営業利益 11,839

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の基礎となる期

間の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく決定方法から、退職給付支払ご

との支払見込期間を反映する決定方法へ変更しました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しています。

　この変更によるセグメント利益への影響は軽微です。

 

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 129円90銭 109円95銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 8,423 7,136

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 8,423 7,136

普通株式の期中平均株式数（千株） 64,837 64,900

 　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　当社は、当期（平成27年３月期）の中間配当について、下記のとおり取締役会の決議を行っています。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 1,298 20 平成26年９月30日 平成26年11月26日 利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月６日

日信工業株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白羽　龍三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢定　俊博　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信工業株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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